
資料２（３）

障害者の安心な住まいの確保障害者 安 住 確保
（事務局資料）



障害者の現状

○障害者の総数は７８７．９万人であり、人口の約６．２％に相当○障害者の総数は７８７．９万人であり、人口の約６．２％に相当
○そのうち身体障害者は３９３．７万人、知的障害者は７４．１万人、精神障害者は３２０．１万人

【在宅・施設別】

障害者総数 ７８７ ９万人（人 約６ ２％）

【年齢別】

障害者総数 ７８７ ９万人（人 約６ ２％）障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）

うち在宅 ７３６．４万人（９３．５％）

うち施設入所 ５１．５万人（ ６．５％）
               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３９３．７万人                    ７４．１万人              ３２0．1 万人 
               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３９３．７万人                    ７４．１万人              ３２０．１万人 

障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）

うち６５歳未満 ５０％

うち６５歳以上 ５０％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的障害者（児）

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

 

 

 

６５歳未満の者（３１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

３８６．４万人（９８．１％） 

 

 

６２．２万人 

（８３．９％） 

 

 

 

 

２８７．８万人（８９．９％） 

 

 

 

 

 

  

 

 

６５歳未満の者（９１％）

６５歳未満の者（６４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所知的障害者

（児）
 

６５歳以上の者（６９％） 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３６％） 

（児）

１１．９万人 

（１６．１％） 

 

入院精神障害者 

３２．３万人（１０．１％） 

施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．９％） 

 

 

６５歳以上の者（９％）

 
※身体障害者（児）数は平成23年（在宅）、平成21年（施設）の調査等、知的障害者（児）数は平成23年の調査、精神障害者数は平成23年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は

含まれていない含まれていない。

※平成23年の調査における身体障害者（児）数（在宅）及び知的障害者（児）数（在宅）は岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡山市、いわき市及び大阪市を除いた数値である。知的障害者（児）数（施設）は、宮城県、

福島県の一部市町村を除いた数値である。

※平成23年の調査における精神障害者数は宮城県の石巻医療圏及び気仙沼医療圏並びに福島県を除いた数値である。

※在宅身体障害者（児）、在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.5万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には

含まれていない。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。
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○入所施設の利用者数は着実に減少。

施設から地域への移行推進

○入所施設の利用者数は着実に減少。
○ケア ホーム・グループホーム利用者は着実に増加。

【施設入所者数の推移】
入所者数（人）

出典：国保連データ速報値等

入所者数（人）

平成 年

71 866人

【ケアホーム・グループホームの利用者数の推移】 出典：国保連データ速報値等
81,729人

平成17年度
（17年10月１日）

平成20年10
月（国保連
データ）

平成21年10
月（国保連
データ）

平成22年10
月（国保連
データ）

平成23年10
月（国保連
データ）

平成24年10
月（国保連
データ）

平成25年10
月（国保連
データ）

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス

48,394人
55,983人

63,323人 71,866人

42,027人

2平成17年度

ス
の
総
量

グループホーム
３．４万（人分）

平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年３月

ケアホーム
グループホーム



精神障害者の地域生活への移行推進

○精神障害者の地域生活への移行を推進する中で、特に、入院期間が１年以上の長期入院精神障害者につ○精神障害者 域 活 移行 推進す 中 、特 、入院期間 年 長期入院精神障害者
いては、各都道府県が策定する次期障害福祉計画（平成27～29年度）に係る国の基本指針において、そ
の数を平成29年６月末時点で18％以上減少（対平成24年６月末比）することを成果目標としている。

○この成果目標を達成した場合、全国で地域生活へ移行する長期入院精神障害者数は約3.6万人（約20万
人×18％）となる人×18％）となる。

○退院後の居住の場の確保や地域生活を支えるサービスの確保等を含む地域移行方策については、平成26
年７月に「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会」で今後の方向性が取りま
とめられたところであり、その具体化に取り組んでいる。

出典：患者調査【精神疾患による入院患者数の推移】

（万人）

（注１）平成23年の調査では、宮城県の一部と福島県を除いている。
（注２）総数は、在院期間が不詳のものも含めた数である。

、

（万人）

在院期間１年以上

在院期間１年未満
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○グループホームは、障害のある方が地域の中で家庭的な雰囲気の下、共同生活を行う住まいの場。

グループホームの概要

○グル プホ ムは、障害のある方が地域の中で家庭的な雰囲気の下、共同生活を行う住まいの場。
○１つの住居の利用者数の平均は５名程度

具体的な利⽤者像 具体的な⽀援内容 必要な設備等
☆ 単⾝での⽣活は不安があるため、⼀定の⽀
援を受けながら地域の中で暮らしたい⽅

☆ ⼀定の介護が必要であるが、施設ではなく、
地域の中で暮らしたい⽅

☆ 施設を退所して 地域⽣活へ移⾏したいが

☆ 障害者の⽅に対し、共同⽣活住居において、
相談、⼊浴、排せつ⼜は⾷事の介護、家事等の
⽇常⽣活上の⽀援を併せて提供。

☆ 共同⽣活住居ごとに１以上のユニットが必要
☆ ユニットの⼊居定員は２⼈以上１０⼈以下
☆ 居室及び居室に近接して設けられる相互に

交流を図ることができる設備を設ける
☆ 居室の定員：原則１⼈☆ 施設を退所して、地域⽣活へ移⾏したいが

いきなりの単⾝⽣活には不安がある⽅ など

グループホーム（共同⽣活援助）

☆ 居室⾯積：収納設備を除き７．４３㎡

（介護サービス包括型） （外部サービス利⽤型）

利⽤対象者 障害⽀援区分にかかわらず利⽤可能

ビサービス内容 ⾷事や⼊浴等の介護や相談等の⽇常⽣活上の援助

介護が必要な者
への対応

当該事業所の従業者により
介護サービスを提供 外部の居宅介護事業所等に委託

世話⼈の配置に応じて (基本ｻｰﾋﾞｽ)
報酬単位 世話⼈の配置及び⽀援区分に応じて

645単位〜181単位

( )
257単位〜120単位

ｻｰﾋﾞｽに要する標準的な時間に応じ
て (受託居宅介護ｻｰﾋﾞｽ) 99単位〜

事業所数 4,907事業所 1,506事業所
★ 住宅地に⽴地

4事業所数・利⽤者数については、国保連平成26年6⽉サービス提供分実績

利⽤者数 75,711⼈ 15,862⼈
★ 住宅地に⽴地
★ ⼊居定員は原則１０名以下

（既存建物を活⽤する場合は、最⼤30名以下） 91,573人



グループホームの利用者数の推移

○障害児・者の地域移行を推進し、障害者が居住の支援と日中活動の支援を自ら選択して利用できる○障害児 者 地域移行を推進 、障害者 居住 支援 日中活動 支援を自ら選択 利用 きる
昼夜分離を進めるなど、障害児・者が地域で安心して生活するためのサービス基盤の整備を促進する。

○グループホームの整備促進は、障害者の居住支援という観点から重要であり、各自治体が策定した
障害福祉計画においては、平成２６年度に１０．０万人の利用が見込まれている。

（※平成25年度以前は旧グループホーム・旧ケアホームの利用者数）

平成26年6月

実 績 見込量

（※平成25年度以前は旧グループホーム・旧ケアホームの利用者数）

平成26年3月
国保連データ

91,573人

平成26年6月
国保連データ

速報値提
供
さ
れ

平成21年3月
平成22年3月
国保連データ

平成23年3月
国保連データ

速報値

平成24年3月
国保連データ

速報値

平成25年3月
国保連データ

速報値

国保連データ
速報値れ

る
サ
ー

グル プホ ム

平成19年3月
障害福祉計画に

係る進捗状況実績

平成20年3月
国保連データ

速報値

平成21年3月
国保連データ

速報値

速報値
ー
ビ
ス
の
総

グループホーム
総
量

（人分） （対前年度 10%増） （対前年度 12%増） （対前年度 15%増） （対前年度 16%増） （対前年度 13%増） （対前年度 13%増） （対前年度 14％増） （対前年度 9％増） （対前年度 －）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

第２期障害福祉計画第１期障害福祉計画第１期障害福祉計画 第３期障害福祉計画

平成24年度 平成25年度 平成26年度 5



住宅の種類の現状（東京都）

○身体障害者 知的障害者 持家 割合は高 方 精神障害者 借家 割合は高○身体障害者・知的障害者の持家の割合は高い一方、精神障害者の借家の割合は高い。

○民間賃貸の割合

福祉ホー その他, グループ 給与 グループ
その他

【知的障害者】 【精神障害者】

民間賃貸 割合
：約１４．５％

○民間賃貸の割合
：約１１．８％

○民間賃貸の割合
：約３５．２％【身体障害者】

民間賃貸民間賃貸

福祉ホ

ム、

グループ

ホーム, 
0.2%

その他,
1.1%

民間賃貸

（共同住

グル プ

ホーム、ケ

アホーム, 
7.6%

その他, 
0.3%

給与

住宅, 
1.0%

ホーム, 
1.8%

その他, 
1.6%

戸建て, 

UR, 
5.5%

民間賃貸

（戸建て）, 
1.7%

民間賃貸

（共同住

宅）, 
12.8%

戸建て,UR賃貸

民間賃貸

（戸建て）, 
1.5%

（共同住

宅）, 10.3% 戸建て, 
29.5%

民間賃貸

（共同住

宅）, 
35 2%47.3%

公営住

宅, 
16.0%

戸建て, 
46.6%

公営住宅, 
15.4%

UR賃貸, 
3.0%

マンション, 
9.8%

公営住宅

35.2%

マンショ

ン, 12.7% マンション, 
13.0%

公営住宅・

UR賃貸, 
21.1%

○持家の割合 ○持家の割合 ○持家の割合

出典：平成20年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」 6

○持家の割合
：約６０％

○持家の割合
：約５９．６％

○持家の割合
：約３９．３％



公的賃貸住宅の現状

○住宅 ネ 中核とな 公営住宅 応募倍率（募集 数10 ／年程度） 依然と○住宅セーフティネットの中核となる公営住宅の応募倍率（募集戸数10万戸／年程度）は依然として
高い水準で推移（全国平均7.5倍(H24)）。

2 300 000

単位（戸数） 借上 買取 建設

【公営住宅の管理戸数の推移】【公営住宅の応募倍率の推移】

2,728 3,161 3,537 3,600 4,031 4,334 4,864 5,237 5,762 6,005

17,376 17,690 20,716
21,794 22,159 22,678 23,316 23,989 24,175 24,338

2 100 000

2,200,000

2,300,000

（計 2,190,137）
（計 2,191,875）

（計 2,190,438）
（計 2,189,791）

（計 2,183,475）
（計 2,184,849） （計 2,179,505）

（計 2,170,649）
（計2,173,419）

（計2,167,833）

, , 6,005

1 900 000

2,000,000

2,100,000

2,169,687 2,169,286 2,167,622 2,165,044 2,158,659 2,156,463 2,151,325 2,141,423 2,143,482 2,137,490

1 700 000

1,800,000

1,900,000

1 500 000

1,600,000

1,700,000

1,500,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24（年度）

国土交通省作成
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○障害者においても 近隣トラブルの懸念等から入居選別が行われている状況

民間賃貸住宅における入居選別の状況

【(財)日本賃貸住宅管理協会による調査】 【神戸市による調査】

○障害者においても、近隣トラブルの懸念等から入居選別が行われている状況。

<入居者を拒否している賃貸人の割合>

会員企業にアンケート調査を実施（H22.11）。
15７社（約96.6万人のオーナー）から回答。

神戸市内の民間賃貸住宅を抽出の上、オーナーに
アンケート調査を実施（H20.3）。約3,100人
のオーナーから回答。

オーナーに占める
割合

単身の高齢者 ８．０％

<入居者を拒否している賃貸人の割合>
オーナーに占める

割合

高齢者世帯は不可 ４１．８％

障害者世帯は不可 ６６ ９％
高齢者のみの世帯 ６．８％

障害者のいる世帯 ４．０％

小さい子供のいる世帯 １．３％

障害者世帯は不可 ６６．９％

子育て世帯は不可 ３６．９％

母子（父子）世帯 １．３％

オ ナ に占める

<入居に拒否感がある賃貸人の割合>

【三重県による調査】

三重県内の宅建業者にアンケート調査を実施。
（H23.3）。約830社より回答。

オーナーに占める
割合

高齢者世帯 ５９．２％

障害者のいる世帯 ５２．９％

オーナーに占める
割合

高齢者世帯は不可 ３０．８％

障害者世帯は不可 １７ ８％
小さい子供のいる世帯 １９．８％

障害者世帯は不可 １７．８％

母子・父子世帯は不可 １１．３％
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（平成２１年１１月１２日付厚生労働省社会・援護局地域福祉課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長、国土◆ 趣 旨

障害者の住まいの場の確保のための福祉部局と住宅部局の連携について（概要）

○ 障害者が地域において⾃⽴した⽇常⽣活・社会⽣活を営むことができるようにするためには、グループホームなど地域にお
ける住まいの場の確保が重要。

○ このため、厚⽣労働省、国⼟交通省の連名で通知を発出し、障害者の住まいの場の確保等に関する両省の施策について広く

交通省住宅局住宅総合整備課長、国土交通省住宅局安心居住推進課長連名通知） 平成２６年４月１日現在◆ 趣 旨

○ このため、厚⽣労働省、国⼟交通省の連名で通知を発出し、障害者の住まいの場の確保等に関する両省の施策について広く
紹介するとともに、各地⽅公共団体においても、福祉部局と住宅部局の連携を図り、これらの施策についての取組を強化する
よう依頼。

（１）グループホームの整備の促進等
○ 公営住宅をグループホームとして活⽤するためのマニュアルの周知

◆ 厚生労働省・国土交通省の主な施策

○ 厚⽣労働省における施設整備費の助成等や国⼟交通省の「社会資本整備総合交付⾦」等の活⽤により、各⾃治体が定める障害福祉
計画に基づく計画的な整備を⽀援

○ 平成２３年１０⽉からグループホーム等を利⽤している障害者に対して⽉額１万円を上限に居住に要する費⽤を助成。
（２）公的賃貸住宅への⼊居の促進（ ）公 賃貸 促進

○ 障害者の優先枠の設定や障害者向けの公営住宅の供給等による⼊居促進
○ 既存⺠間住宅の⼀部を借り上げて⾏う公営住宅の供給

（３）⺠間賃貸住宅への⼊居の円滑化
○ 障害者等の⺠間賃貸住宅への円滑な⼊居を⽀援する居住⽀援協議会の積極的な活⽤及び（⾃⽴⽀援）協議会との緊密な連携○ 障害者等の⺠間賃貸住宅への円滑な⼊居を⽀援する居住⽀援協議会の積極的な活⽤及び（⾃⽴⽀援）協議会との緊密な連携
○ 財団法⼈⾼齢者住宅財団が未払い家賃の債務保証を⾏う家賃債務保証制度の普及等

（４）地域移⾏⽀援・地域定着⽀援の個別給付化
○ 障害者⽀援施設の⼊所者等に対し、住居の確保など地域⽣活に向けた⽀援を⾏う「地域移⾏⽀援」、１⼈暮らし等の障害者と常時

連絡体制を確保し 緊急時には必要な⽀援を⾏う「地域定着⽀援」を平成２４年度から実施連絡体制を確保し、緊急時には必要な⽀援を⾏う「地域定着⽀援」を平成２４年度から実施

9



（自立支援）協議会と基幹相談支援センター

○（自立支援）協議会は、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明らかになった地域の課題を共有協 、 、 課
し、その課題を踏まえて、地域のサービス基盤の整備を着実に進めていく役割を担う。

○基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・精神障害）及び成
年後見制度利用支援事業を実施する。 ※障害者総合支援法の施行により、自立支援協議会の名称について弾力化

79% 85% 89% 94% 95%

80%

90%

100%

1 400

1,600 

実

自立支援協議会の設置状況（経年比較）

○設置数 都道府県単位：100％
市町村単位：95％

（自立支援）協議会

市町村数：1,742

1,188 
1,426  1,485  1,444 

1,629  1,650 

66%

20%
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70%

400

600 
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1,000 

1,200 

1,400  実
施
率

実
施
市
町
村
数

設置市

市町村単位：95％

○構成メンバー（市町村・上位・カッコ内は割合）
障害サービス事業者（88％）
障害当事者団体・障害当事者（82％）
教育関係機関（76％）
指定 般 指定特定 指定障害 相談支援事業者（ ％）

0%
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20%

0 

200 

400 

Ｈ20年4月１日 Ｈ21年4月１日 Ｈ22年4月1日 Ｈ23年4月１日 Ｈ24年4月1日 Ｈ25年4月1日

設置市

町村数

設置率

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。

指定一般・指定特定・指定障害児相談支援事業者（72％）
市町村（行政）（71％）
医療機関（65％）
民生委員・児童委員（57％）

基幹相談支援センター

運営委託

総合相談・専門相談 地域移行・地域定着○設置市町村数： 314 （H25） ※任意に設置可

権利擁護・虐待防止 地域の相談支援体制の強化の取組

・ 総合的な相談支援の実施

・ 専門的な相談支援の実施

・入所施設や精神科病院への働きかけ

・地域の体制整備に係るコーディネート

○業務
自ら、障害者等の相談、情報提供、助言を行うとともに地域
の相談支援事業者間の連絡調整や、関係機関の連携の支
援も行う。

○人員配置
地域の実情に応じて、地域における相談支援の中核的な役
割を担う機関として必要となる人員（相談支援専門員・社会
福祉士・精神保健福祉士・保健師等）を配置

・成年後見制度利用支援事業

・虐待防止

・相談支援事業者への専門的指導、助言

・相談支援事業者の人材育成

・相談機関との連携強化の取組 10



地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の概要

○地域移行支援･･･障害者支援施設、精神科病院、救護施設・更生施設、矯正施設等に入所又は入院して○地域移行支援 障害者支援施設、精神科病院、救護施設 更生施設、矯正施設等に入所又は入院して
いる障害者を対象に住居の確保その他の地域生活へ移行するための支援を行う。

○地域定着支援･･･居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時
には必要な支援を行う。

地域⽣活への移⾏に向けた⽀援の流れ（イメージ）

【終期】【中期】【初期】

地域移行支援 地域定着支援
・事業の対象者
への周知

・意向の聴取等

退院・退所

○居宅で単身等で生活する者との
常時の連絡体制

○緊急訪問、緊急対応

【終期】

○住居の確保等

○同行支援

○関係機関調整

【中期】

○訪問相談

○同行支援

○日中活動の

体験利用

○外泊・体験宿泊

【初期】

○計画作成

○訪問相談、
情報提供

意向の聴取等

・対象者選定

相談支援
事業者へ
つなげる ○外泊 体験宿泊

相談支援事業者と連携による地域

移行に向けた支援の実施
【精神科病院・入所施設】

外泊・宿泊体験

日中活動の体験利用
【障害福祉サービス事業所】

通院、デイケア、訪問看護

日中活動、居宅サービス利用

住まいの場の支援

市町村 保健所 精神保健福祉センタ 福祉事務所 障害福祉サ ビス事業所

自立支援協議会によるネットワーク化

外泊 宿泊体験
【自宅・アパート・グループホーム等】

連携連携

住まいの場の支援

地域移⾏⽀援 地域定着⽀援

市町村 ・ 保健所 ・ 精神保健福祉センター ・ 福祉事務所 ・ 障害福祉サービス事業所 ・
障害者就業・生活支援センター 等

※ 精神障害者の退院促進支援事業の手引き（平成１９年３月日本精神保健福祉士協会）を参考に作成

事業所数 ２７６事業所 ３７８事業所
利⽤者数 ４８８⼈ １，８８６⼈

国保連平成26年6月実績

11



居住支援協議会の概要

○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅 の円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住
支援団体等が連携し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等
の支援を実施。

○平成26年7月時点で45の居住支援協議会（34都道県・11区市）が設立。○平成26年7月時点で45の居住支援協議会（34都道県 11区市）が設立。

【居住支援協議会の構成】 【居住支援協議会による主な活動内容】

居住支援協議会
・メンバー間の意見・情報交換
（３８協議会）

居住支援団体

ＮＰＯ
社会福祉法人等

不動産関係団体

宅地建物取引業者
賃貸住宅管理業者

家主等

・住宅確保要配慮者に対する住宅情報の提供
（２７協議会）

※協議会HPで、協議会に個別に問い合わせしなくても物件情報を閲覧できる状態

住宅確保要配慮者に対する住宅相談サ ビス地方公共団体
（住宅部局・
福祉部局）

都道府県

家主等 ・住宅確保要配慮者に対する住宅相談サービス
（１８協議会）

※住宅に関する各種相談に窓口や電話、インターネットで応じる場合

・賃貸人、要配慮者を対象とした講演会・セミナー開催
市町村

生活福祉・
就労支援協議会

地域住宅協議会
連
携

賃貸人、要配慮者を対象とした講演会 セミナ 開催
（１６協議会）

・住宅確保要配慮者に対する住宅の紹介・斡旋
（１４協議会）

12

就労支援協議会

自立支援協議会

（１４協議会）



取組事例（鳥取県居住支援協議会）

○協議会にあんしん賃貸相談員を配置し 住宅相談から入居まできめ細やかな対応を実施

○住宅確保要配慮者という理由では入居を拒否しない
賃貸住宅 情報提供

○協議会にあんしん賃貸相談員を配置し、住宅相談から入居まできめ細やかな対応を実施。

賃貸借契約

（相談員による斡旋）

住宅登録 働きかけ

家主等 住宅確保
要配慮者

あんしん賃貸住宅について、HPで情報提供。

○更に県内を「東部・中部」「西部」に分けて、
「あんしん賃貸相談員（2名）」を地区別に配置。
高齢者や障がい者等の入居・住み替え相談に直接対

住宅登録の働きかけ
入居に係る要請

居住支援協議会

住宅登録 入居相談
住宅紹介等の
入居支援

不動産関係団体
居住支援団体

高齢者や障がい者等の入居 住み替え相談に直接対
応。

（住宅相談員）
相談者 動産店 家主 支援 体等 立

あんしん賃貸相談員

あんしん賃貸住宅の情報提供サイト

日本賃貸住宅管理協会鳥取県支部

不動産関係団体

鳥取県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会鳥取県支部

日本賃貸住宅管理協会鳥取県支部

県社会福祉協議会
母子寡婦福祉連合会
障害者支援センター

県地域生活定着支援センター

連携

相談対応実績

・相談者と不動産店・家主、支援団体等の間に立つ
「コーディネーター」の役割を担う（宅建主任者の
資格を有する）。

※下線は事務局

H21 H22 H23 H24 H25

高齢者 21 29 26 38 60

障がい者 26 36 55 84 62

相談対応実績

連携 連携

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

住まいまちづくり課、
福祉保健部、文化観光局、

県内市町村

外国人 2 3 0 1 4

子育て 13 15 28 28 25

その他 12 9 16 38 43

（鳥取県における障がい者の入居支援の取組みに係るポイント）
○各市町村や福祉関係団体の協議会活動に対する理解
→障害者の住宅相談は、協議会（相談員）を活用する流れが生まれている

合計 74 92 125 189 194

入居決定 17 39 74 143 127

のではないか。
○家主や管理会社の障がい者の入居に対する理解
→協議会（相談員）の地道な入居支援活動によるものではないか。

13※鳥取県からの聞き取りによる



障害者の住まいの確保に向けた課題と方向性

○障害者の安心した住まいの確保のためには 入居から地域の中でのいきいきとした生活や活動を行えるような支援○障害者の安心した住まいの確保のためには、入居から地域の中でのいきいきとした生活や活動を行えるような支援
まで、包括的なサポートが必要。居住支援協議会と自立支援協議会の連携を強化に対する支援が必要ではないか。

○引き続き、グループホームの整備、バリアフリー化等の推進（既存ストックの有効活用を含む）
○障害者の受け皿と○障害者の受け皿と
なる住宅の供給促進

方 新規供給 定 限界がある中 既存 民間賃貸住宅 居 滑化を図る とも重要

○併せて、質の高い民間賃貸住宅の供給促進を図るため、居住支援協議会に住宅確保要配
慮者向けの住宅として住宅情報を登録することを前提に、空き家改修に対する支援を
行ってはどうか。

一方、新規供給に一定の限界がある中、既存の民間賃貸住宅への入居円滑化を図ることも重要。
ただし、その場合は賃貸人が安心して障害者を受け入れられるような取組が必要。

【入居に向けた主な課題】
○障害者のニーズに合致した住宅情報の不足

○賃貸人の障害者の特性に対する理解

【方向性】
○障害者の住み替え支援（※）の一つとして、居住支援協議会
と（自立支援）協議会の連携促進が重要。現在連携している
協議会は３団体のみであることから、連携した協議会に対す

○障害者の特性を熟知した相談体制等の構築

○賃貸人のリスク軽減のための保証

○親元からの自立等に向けた体験機会等の場

る支援を行い、一層の促進を図ることが必要ではないか。
（※）施設から地域移行、親からの独居（親亡き後）など

○両協議会が連携し、
・賃貸人への障害者の特性の理解の促進
・障害者の入居サポートメニュー（地域移行支援等の相談業
務 NPO等による見守り 生活相談 家賃債務保証等）の周知

○親元からの自立等に向けた体験機会等の場

○トラブル発生時の対応

○入居後の生活支援サービスの確保

務、NPO等による見守り・生活相談、家賃債務保証等）の周知
等を図るとともに、居住支援協議会等による個別案件ごとの紹
介・斡旋等の入居支援により、障害者の入居円滑化を推進。

○新しい生活環境への適応に対する支援
（コミュニティ・就労機会の創出等）
等 14



居住支援協議会と（自立支援）協議会との連携による入居支援

○障害者の安心した住まいの確保のためには、居住支援協議会がもつ住まいの相談窓口と自立支援協議会を核

保健 医療 相談支援事業者 行政機関

○障害者の安心した住まいの確保のためには、居住支援協議会がも 住まいの相談窓口と自立支援協議会を核
とした相談支援事業が連携し、入居支援体制を構築することが効果的。

地方公共団体
住宅部局・福祉部局

保健・医療

当事者

サービス事業者

相談支援事業者

教育関係

行政機関

障害者相談員

民生委員
相互連携

ハロ ワ ク
居住支援団体

ＮＰＯ
社会福祉法人等

当事者
不動産関係団体不動産関係団体
宅地建物取引業者
賃貸住宅管理業者

等

・住宅情報の共有
・生活支援情報 等 自立支援協議会

運営委託

ハローワーク

地域移行
地域定着

基幹相談支援センター

障害者等の
入居を拒まない住宅
（データベース化） 相談

業務

・地域生活の準備のための

外出への同行支援・入居支援等

居住支援協議会
（住まいの相談窓口）

業務

サービス等利用計画
障害者支援の

理解促進

住宅登録依頼

・ ２４時間の相談支援体制等

・サービス利用支援住宅相談

連携 連携

家主

相談支援
事業者

住宅登録

住宅相談 等

住宅情報の提供

入居（希望）者・運営事業者

相談支援
事業者

賃貸借契約
※居住支援協議会、相談支援事業者等が契約をサポート

・賃貸人（家主）
・管理会社

民間賃貸住宅 ・施設からの生活拠点の移行を希望する障害者
・一般賃貸住宅への入居を希望する障害者
・サテライト型住居を求めるグループホーム事業者等 15
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○ 地域生活 の移行を目指している障害者やグル プホ ムを利用している障害者の中には 共同住居よりも単身での生活を望む

グループホーム（サテライト型）の概要

○ 地域生活への移行を目指している障害者やグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む
人がいる

○ 少人数の事業所が経営安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣に入居人数など条件にあった物件がなく、また、物件が見
つかっても界壁の設置など大規模改修が必要となるケースも少なくないとの声がある。

共同⽣活を営むというグループホームの趣旨を踏まえつつ、1⼈で暮らしたいというニーズにも応え、地域における多様な住まいの場を増やしていく観
点から、グループホームの新たな⽀援形態の1つとして本体住居との密接な連携（⼊居者間の交流が可能）を前提として

ユニットなど 定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設ユニットなど一定の設備基準を緩和した１人暮らしに近い形態のサテライト型住居の仕組みを創設

世話人による
巡回支援

本体住居 サテライト型住居

（サテライト型住居を設置する場合のグループホームの設備基準）

サテライト型住居の入
居者が概ね20分以内
で移動可能な距離

共 同 生 活
住居の入居
定員

原則、２人以上１０人
以下 ※

１人

ユニット（居
室を除く）の

居間、食堂等の利用
者が相互に交流を図

本体住居の設備を利
用

食事や余暇活動
への参加

【サテライト型住居】

民間アパート等
の一室

）））

室を除く）の
設備

者が相互に交流を図
ることができる設備

用

ユニットの入
居定員

２人以上１０人以下 －

備 常生 を営 な 備

基幹となる共同生活住居

【本体住居】

居間や食堂などの
交流スペース

食事や余暇活動
への参加

）））

（本体住居の居間等を利用）

設備 ・日常生活を営む上で必要な設備
・サテライト型住居の利用者から適切に通報を
受けることができる通信機器（携帯電話可）

居室の面積 収納設備を除き７．４３㎡

【サテライト型住居】

交流 ）））

本体住居、サテライト型住居（※）のいずれもグループホーム事業者が確保
※ 本体住居につき、２か所（本体住居の入居者が４人以下の場合は１か所））が上限

単⾝等での⽣活が可
能と認められる者が
基本

（※）サテライト型住居の⼊居定員は本体住居の⼊居定員には含まない
ものとする（事業所の利⽤定員には含む）。
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グループホームの施設整備に対する助成制度

社会福祉施設等施設整備費補助金

１ 対象法⼈
社会福祉法⼈、医療法⼈、公益法⼈、NPO法⼈等

２ 整備区分
新築、改修

３ 基準単価（平成２６年度）３ 基準単価（平成２６年度）
整備区分 基準単価（事業費ベース）

２ ７６０万円以内創設 ２，７６０万円以内
※ エレベーター等設置整備を⾏う場合 ２，９８０万円以内

改修
１，０００万円以内

※ エレベーター等設置整備を併せて⾏う場合 １ ２００万円以内

４ 負担割合

改修 ※ エレベ タ 等設置整備を併せて⾏う場合 １，２００万円以内
※ エレベーター等設置整備のみの場合 ２００万円以内

国：１／２、都道府県・指定都市・中核市：１／４、事業者：１／４

18



グループホームの利用の際の助成

１ ⽬ 的
グループホームの家賃について、障害者の地域移⾏をさらに進めるため、その⼀定額を

助成するもの。

２ 対象者２ 対象者
グループホーム利⽤者（市町村⺠税課税世帯を除く）

３ 助成額（⽉額）
家賃を助成対象とし、利⽤者１⼈当たり⽉額１万円を上限

※ 家賃が１万円未満の場合は、当該家賃の額を助成。
※ ⽉の中途で⼊退居した場合は、１万円を上限として実際に⽀払った額を助成。

ビ※ 家賃に対する助成は、事業者による代理受領の場合、他の障害福祉サービスに係る報酬と同様に、翌々⽉となる。
（例：平成２３年１０⽉分は、平成２３年１２⽉に⽀給）

４ 負担率
（負 割 都道 市 ）１／２ （負担割合 国１／２、都道府県１／４、市町村１／４）

５ 施⾏期⽇
平成２３年１０⽉１⽇平成２３年１０⽉１⽇
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認知症高齢者ＧＨ等火災対策検討部会の設置（平成２５年３月１１日～）

昨年２月、

認知症高齢者グループホー
ム（８日）及び障害者グルーム（８日）及び障害者グル
プホーム（１０日）で火災。人
的被害が発生。

それぞれの施設類型につい
て火災翌日には防火安全体
制の徹底・点検について通

２５．２．９
日経新聞

制の徹底 点検について通
知。１２日には、社会福祉施
設等全体について防火安全
体制の徹底を呼びかけた。

消防庁において①「認知症
高齢者グループホーム等火
災対策検討部会 ②「障害者災対策検討部会」②「障害者
施設等火災対策検討部会」
を開催。①はすでに報告書も
完成

２５．２．１１ 東京新聞

完成

②も２６．２．６が最終回→３月２８日にとりまとめ 20



【 （新設）平成27年4月～（既設※１）平成３０年４月～】

グループホーム等における消防設備の設置義務

対象施設
スプリンクラー設備 ※３ ⾃動⽕災報知設備 消防機関へ通報する⽕災報知設備

改 前 成 年 改 前 成 年 改 前 成 年

【 （新設）平成27年4月 （既設 ）平成３０年４月 】

改正前 平成27年4⽉〜 改正前 平成27年４⽉〜 改正前 平成27年4⽉〜

【⼊所施設（障害児・重度障害者）、グループホーム（重度）】
※消防法施⾏令別表第１（６）項ロ関係

①障害児施設（⼊所）

②障害者⽀援施設・短期⼊所・グループホーム（障害⽀援
区分４以上の者が概ね８割を超えるものに限る。）

２７５㎡以上 全ての施設
※２を除く。

全ての施設 全ての施設

★平成27年４⽉から基準を変更
消防機関へ通報する⽕災報知設備は、⾃動⽕災報知設

備の感知器の作動と連動して起動するものとするよう基
準を変更

【上記以外（通所施設等）】
※消防法施⾏令別表第１（６）項ハ関係

準を変更

①障害児施設（通所）

②障害者⽀援施設・短期⼊所・グループホーム（障害⽀援
区分４以上の者が概ね８割を超えるものを除く。）

③⾝体障害者福祉センタ 地域活動⽀援センタ

６０００㎡以上
（平屋建てを除く） ３００㎡以上

利⽤者を⼊居さ
せ、若しくは宿
泊させるもの、
⼜は、延べ⾯積
が300㎡以上の
もの

５００㎡以上

③⾝体障害者福祉センター、地域活動⽀援センター、
福祉ホーム、障害福祉サービス事業所（⽣活介護 、
、⾃⽴訓練、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援）

もの

※１ 既存のグループホーム（新築、増築、改築、移転、修繕又は模様替えの工事中のものを含む）については、平成３０年３月末までの猶予期間あり。
※２ 障害支援区分の認定調査項目のうち、障害支援区分４以上で「移乗」「移動」 「危険の認識」 「説明の理解」 「多動・行動停止」「不安定な行動」の6項目のいずれの項目も「全面的な支援が必要」「理解できない」

「判断できない」等に該当しない者の数と障害支援区分３以下の者の数との合計が利用者の２割以上であって、延べ面積が275㎡未満のもの
※３ 防火区画を設けること等による構造上の免除要件あり（別紙）
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１． 制度概要

公営住宅のグループホーム活用制度の概要 第45条第1項

高齢者、障害者が地域で暮らせる社会の実現に向けて、公営住宅を日常生活上の援助を受けながら共同
生活を行うグループホームとして活用できることとしている。

２ 経 緯

公営住宅のグループホームとしての活用について、法律に明確に位置付けるとともに、以下の要件に該当する場合
には大臣承認の手続きを簡素化した（事後報告をもって承認と取り扱う。）。

２． 経 緯

平成８年 公営住宅法改正

には大臣承認の手続きを簡素化した（事後報告をもって承認と取り扱う。）。

【対象となる社会福祉事業】
① 自立援助ホーム・ファミリーホーム （平成21年４月から追加）

② 認知症高齢者グループホーム （平成12年４月から追加）

③ ホームレスの自立の支援のための活用 （平成18年４月から追加） 649 705 772
826 884

800

1000

（戸） 公営住宅のグループホーム事業等活用実績の推移

③ ホームレスの自立の支援のための活用 （平成18年４月から追加）

④ 知的・精神・身体障害者グループホーム・ケアホーム
（身体障害者については平成21年10月から追加）

【活用することができる主体】
社会福祉法人、地方公共団体、医療法人、ＮＰＯ等 6

138

459
545

649 705

200

400

600

800

※このうち大阪府において552戸を活用。

社会福祉法人、地方公共団体、医療法人、 等

【要件】
①公営住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲で行われること
②公営住宅の本来の入居対象者である低額所得者層への供給に支障が生じないこと
③事業の円滑な実施が担保されていること

（国土交通省資料）

0
H8 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（年度）

※認知症高齢者向けグループホームは22戸のみ。（H23年度末）
③事業 円滑な実施 担保され る

○ 公営住宅を精神障害者・知的障害者向けのグループホーム等（高齢者向け優良賃貸住宅については認知症グループホー

３． 国の支援

ム）として利用するための改良工事費を公営住宅等ストック総合改善事業（社会資本整備総合交付金の基幹事業）の助成対
象に追加（平成21年度）。

○ 身体障害者向けのグループホーム等を助成対象に追加（平成22年度）。 22


